
平成２７年度公立小中学校主幹教諭・指導教諭任用候補者選考実施概要
１　目的
教育公務員特例法第１１条の規定に基づき、三重県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が行う平成２７年度公立小中学校主幹教諭・指導教諭任用候補者選考（以下「主幹教諭等選考」という。）において、次項に示す人物像にふさわしい人を選考することを目的とします。
２　主幹教諭・指導教諭として求める人物像
《主幹教諭・指導教諭共通事項》

	①　ミドルリーダーとしての資質を有する人
· 県民のニーズ、学校の課題を把握し、具体的な方策を立案し対応できる人
· 職員の協力協働を促し、適切な指示又は指導助言を行える人

②　継続的な改善能力を有する人
· 教育目標を達成するために、職員全体の意欲を高め、継続的な改善に向けた取組を職員とともに実践できる人


　　上記に加え、
	主幹教諭にあっては、
③　課題解決能力を有する人
· 学校経営上の諸課題解決のために柔軟かつ的確に対応できる人
· 保護者、地域住民と積極的に対話できる人


	指導教諭にあっては、

③　高い専門性と優れた教科指導力を有する人

· 高い専門性と豊富な教育実践に基づく優れた教科指導力を有する人

· 教育指導の改善や充実のために、的確な指導助言を行う能力を有する人


３　担当する職務
（１）主幹教諭
授業を受け持ちつつ、教頭業務の一定部分を担い、関係主任と連携して校長と教頭を補佐することを想定しています。具体的には、校長等の命を受けて、次のような校務の一部を担当することとし、実際の業務の範囲は、当該校の校長が実情に応じて決定するものとします。
①　学校の管理運営に関する事項

②　教育計画の立案・実施その他の教務に関する事項

③　保健に関する事項

④　学校の生徒指導計画の立案・実施その他の生徒指導に関する事項

⑤　進路指導に関する学校の全体計画の立案その他の進路の指導に関する事項
（２）指導教諭
授業を受け持ちつつ、自校を中心に必要に応じて地域内の教員の資質向上、授業力の向上に向けた指導助言を行うことを想定しています。具体的には次のような業務を担当することとし、実際の業務の範囲は、当該校の校長が実情に応じて決定するものとします。
①　自校を中心に、公開授業や師範授業を行うとともに､効果的な指導資料の提示･共有を図る。可能であれば、新たな指導資料の作成や開発を行う。
②　自校を中心に若手教員や課題のある教員など学校の状況に応じ対象者を絞り、授業観察を通じた指導助言や個別相談を行う。
③　自校における校内研修会の企画運営、指導助言や指導力の向上に取り組み、研究授業等のコーディネーターとして能力を発揮し、ＯＪＴの活性化を図る。
④　県総合教育センターや市町教育研究所等からの要請に応じ、研究会での助言や研修会講師として教員の指導力の向上に取り組む。
４　選考対象者
主幹教諭及び指導教諭（以下「主幹教諭等」という。）の選考は、平成２７年３月３１日現在において、次に掲げる要件を全て備えている職員で、所属長が推薦（男女各２名以内）及び副申する人（公立小中学校勤務者にあっては、所管の市町等教育委員会教育長が受験を認め内申する人）について行います。
1 県内の公立小・中学校、県立学校に教諭として採用され、公立小・中学校、国立大学法人の小・中・特別支援学校、県立学校、三重県教育委員会又は県内の市町等教育委員会の事務局等に正規職員として通算１０年以上現に勤務している人

2 昭和３２年４月２日以降に生まれた人
3 平成２５年４月１日以降に懲戒処分を受けていない人

５  受験手続

主幹教諭等選考を受けようとする人は、下記の書類を所属長へ提出することとします。
（１）公立小中学校主幹教諭・指導教諭任用候補者選考志願書

（２）論文
６　選考方法
書類審査と面接により選考します。
７　面接の実施
平成２６年１２月２５日（木）に実施します。
８　合格者の発表

　　　選考の合格者は、平成２７年１月下旬に発表する予定です。
９　合格者の任用候補者名簿への登載
（１）平成２７年度校主幹教諭等選考に合格した人は、平成２７年度主幹教諭任用候補者名簿又は平成２７年度指導教諭任用候補者名簿に登載し、状況に応じて登用します。
（２）各任用候補者名簿に登載された人については、所属長に通知します。
（３）各任用候補者名簿への登載は、原則として、平成３０年３月３１日まで（平成３０年４月１日登用は可）の間、効力を有するものとします。
１０　設置予定数等
　　　標準学級数に基づき設置することとします。具体的な設置数及び設置基準は、原則、下記のとおりとします。
（１）主幹教諭
· 教頭１人配置校のうち、小学校は標準学級数が２０学級以上、中学校は１４学級以上で、特に学校運営上負担の大きい学校の中から設置校を決定します。
· 平成２７年度は、小中学校あわせて１５校程度に設置する予定です。
（２）指導教諭
· 小学校は標準学級数が１４学級以上、中学校は１１学級以上の学校の中から設置校を決定します。（該当のない市町には少なくとも１校に設置します。）
· 平成２７年度は、小中学校あわせて３５校程度に設置（各市町に少なくとも１校に設置）する予定です。
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